(２)　人権局
企画グループ　

教育・啓発グループ　

人権・同和企画グループ　
擁護・調整グループ　

事務執行概要
企画グループ
１　局及び庁内関係部局の連絡調整

所掌事務を円滑に処理するため、局内の連絡調整事務及び一般庶務事務を行い、事務事業の適切な執行に努めた。

　　また、人権行政の円滑な推進と連絡調整を図るため、関係部局に兼務職員を置き、　全庁的な人権施策の調整を行った。

２　大阪府人権施策推進審議会の運営

　　平成１０年１１月に施行された「大阪府人権尊重の社会づくり条例」に基づき、　人権施策を総合的に推進するため、「大阪府人権施策推進審議会」を運営した。
《開催状況》
	開催年月日
	開催場所
	内　　　　　　容

	平成29年3月9日
	プリムローズ

大阪
	「人権問題に関する府民意識調査」の活用
について

性的マイノリティの人権問題についての理解増進に向けた取組（案）について　　 他


３　「大阪府人権施策の状況」の作成

大阪府人権施策推進基本方針に基づき人権施策を効果的に推進するため、庁内の
人権施策の実施状況をとりまとめた「大阪府人権施策の状況」を作成した。
４　人権ホームページの運営

人権局のホームページにおいて、府民の自主的・主体的な取組を促進するため、人権問題に関する情報や人権教育・啓発教材を提供できるよう総合的に情報発信した。
５　大阪人権行政推進協議会の運営

府内の自治体が人権行政を効果的に実施するため、情報交換・相互協力を基本と　した連携・協力体制を確立することを目的に設置している「大阪人権行政推進　　　協議会」を運営した。

《開催状況》

　　○　役 員 会

	開催年月日
	開催場所
	内　　　　　　容

	平成28年5月19日
	大阪府庁新別館北館
	差別事象について

	平成28年7月15日
	大阪府庁新別館南館（マッセＯＳＡＫＡ）
	平成27年度事業報告　他

	平成29年3月24日
	大阪府咲洲庁舎
	平成29年度役員（案）他


○　全体会議

	開催年月日
	開催場所
	内　　　　　　容

	平成28年7月15日
	大阪府庁新別館南館（マッセＯＳＡＫＡ）
	平成27年度事業報告　他

	平成29年3月24日
	大阪府咲洲庁舎
	平成29年度役員（案）　他


　　
   ○　研修会
	開催年月日
	開催場所
	内　　　　　　容

	平成28年7月15日
	大阪府庁新別館南館（マッセＯＳＡＫＡ）
	性的マイノリティの人権問題


６　大阪国際平和センターの事業の促進
大阪空襲を中心に戦争の悲惨さ・平和の尊さを次世代に伝える「大阪国際平和センター（ピースおおさか）」の事業を促進するため、運営主体である「公益財団法人大阪国際平和センター」に対し、大阪市とともに補助金を交付した。
《補 助 金》

	区分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予算額
	175,705千円

（うち施設補修5,700千円、展示ﾘﾆｭｰｱﾙ施工135,338千円）
	42,044千円

（うち施設補修1,213
千円）
	44,192千円

（うち施設補修2,133千円）

	決算額
	171,279千円

（うち施設補修5,138

千円、展示ﾘﾆｭｰｱﾙ施工133,712千円）
	39,149千円

（うち施設補修1,188
千円）
	41,593千円

（うち施設補修2,049千円）


　　　
《施設概要》
	所　　在　　地
	大阪市中央区大阪城２－１（大阪城公園内）

	施　設　規　模
	鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）３階建

敷地面積２，５１３㎡、延床面積３，４８３㎡

	主　要　施　設
	展示室(３)、特別展示室、映像コーナー、

講堂、会議室、図書室、収蔵庫等

	開　　館　　日
	平成３年９月１７日

	補助対象事業
	運営費、施設補修費


　　　※平成２７年４月３０日リニューアルオープン
７　人権相談・啓発等事業の委託に関する業務の実施
すべての人の人権が尊重される豊かな社会の実現を図るため、府と府内市町村の共同の取組として、人権相談事業・人材養成事業・人権啓発支援事業から成る人権相談・啓発等事業の委託に関する業務を実施した。

　委託先：一般財団法人大阪府人権協会

　委託期間：平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日

《委託料》

	区　　　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予　　算　　額
	50,255千円
	43,475千円　
	43,475千円　

	決　　算　　額
	50,255千円　
	43,475千円　
	43,475千円　


教育・啓発グループ
１　人権教育に関する施策の実施

府民の人権意識の高揚を図るため、「大阪府人権教育推進計画」（平成１７年３月策定、平成２７年３月改定）に基づき、施策展開を図った。

(1)　大阪府人権教育推進懇話会の運営
	目　　的
	「大阪府人権教育推進計画」に基づく人権教育の取組み等に関し、幅広く府民の意見を求める。

	設立年月日
	平成８年１１月１日　（要綱）

	開催状況
	（平成２８年度は開催実績なし）


(2)　人権教育・啓発指導者の養成講座【国委託事業（府直営）】
府民の身近なところで人権教育に取り組む指導者を養成し、地域における自主的な人権学習活動を促進するため、府民を対象にした講座を実施した。

①　人と人との豊かな関係づくり講座

	開催年月日
	平成２８年１０月１１日・１８日・２５日（３日連続）

	開催場所
	大阪ＹＷＣＡ（大阪市北区神山町）

	委 託 先
	公益財団法人大阪ＹＷＣＡ

	参加者数
	第１回　２６人
第２回　２７人
第３回　２６人

	内　　容
	〔１０月１１日〕

自尊感情って何？

～わたしも大切、あなたも大切～

	
	〔１０月１８日〕

コミュニケーション能力を自己点検してみよう！

～話し上手、聴き上手になる方法～

	
	〔１０月２５日〕
　幸せに元気に生きるための３つの力

　～人間力・社会力・対話力～

	講　　師
	金　香百合（HEALホリスティック教育実践研究所所長）


②　コミュニティ・コーディネーター養成講座

	開催年月日
	　平成２８年１０月２６日・１１月２日・９日・１６日
（４日連続）

	開催場所
	大阪ＹＷＣＡ（大阪市北区神山町）

	委 託 先
	公益財団法人大阪ＹＷＣＡ

	参加者数
	第１回　１３人　　　　第３回　１３人
第２回　１５人　　　　第４回　１３人

	内　　容
	〔１０月２６日〕

人権尊重のコミュニティづくりについて考えてみよう！

	
	〔１１月２日〕

現場の取組を聞いてみよう！

	
	〔１１月９日〕
課題を話し合ってみよう！

	
	〔１１月１６日〕

ノウハウを整理しよう！

	講　　師
	川島　憲志（フリーランスプランナー）


　③　市町村出前講座

	開催年月日
	平成２８年１１月９日・１６日


	開催場所
	　和泉市立総合福祉会館

	参加者数
	各回５５人

	テーマ
	　現代の子育て事情～子育てを地域にひらくには～

	講　　師
	大森順子（子ども情報研究センター）


	開催年月日
	平成２８年１１月２１日

	開催場所
	羽曳野市役所別館

	参加者数
	３９人

	テーマ
	行政職員としてもつべき人権の視点　

～多様性・公正・ジェンダー～

	講　　師
	柴原　浩嗣（一般財団法人大阪府人権協会）


	開催年月日
	平成２８年１２月３日

	開催場所
	大阪狭山市立公民館

	参加者数
	１４人

	テーマ
	　在日外国人の人権を考える～すごろくで考える植民地／移民～

	講　　師
	北川　知子（とんだばやし国際交流協会）


	開催年月日
	平成２９年２月２日

	開催場所
	八尾市役所

	参加者数
	　４１人

	テーマ
	　人権感覚を土台にしたコミュニケーション能力

　　～行政職員に不可欠な「話す力・聴く力」を磨く～

	講　　師
	金　香百合（HEALホリスティック教育実践研究所所長）


	開催年月日
	平成２９年２月２４日

	開催場所
	泉佐野市　レイクアルスタープラザ・カワサキ生涯学習センター

	参加者数
	２３人

	テーマ
	　墨と筆に心を癒されるひととき

	講　　師
	田中　妙子（心のサポートステーション）


(3)　人権教育教材の開発【国委託事業（府直営）】
　　　　地域や職場、学校などで、実際に参加・体験型の人権学習が展開できるような学習プログラムを盛り込んだ講師（ファシリテーター）向け教材を開発した。

	対　象
	人権研修の指導者

	部　数
	Ａ４版　５，０００部

	配布先
	　市町村、人権関係機関、民間啓発団体等

	内　容
	◎タイトル

「見方を変える　わたしのものさし　あなたのものさし」

◎学習プログラム

　①これって問題？

　②「いやだな」からはじめる

　③「社会モデル」の視点で考える差別

◎参加・体験型学習を行うために

◎ふりかえりシート


２　人権啓発に関する施策の実施

府民の人権意識の高揚を図るため、様々な人権啓発活動を行った。

(1)　人権啓発イベント等の実施【国委託事業（府直営）】
　①　【新規】近鉄ライナーズと連携・協力した人権啓発活動

　　　ラグビートップリーグ所属チーム「近鉄ライナーズ」と連携し、東大阪市内の小学校において、「子ども人権ラグビー教室」を実施した。

	開催年月日
	平成２８年６月１０日

	開催場所
	東大阪市立藤戸小学校　　　　　　　　　　

	参加者数
	７２人（６年生児童）

	講　師
	近鉄ライナーズの選手　５人
・佐藤　幹雄　　・タウファ　統悦　　・天満　太進

・吉井　耕平　　・森　雄祐

	内　　容
	・実技指導

・選手への質疑応答

・選手から児童へのメッセージ

・人権擁護委員からの連絡

・記念撮影


②　オリックス・バファローズオフィシャルマガジンへの広告掲載事業

　　　プロ野球球団「オリックス・バファローズ」が試合会場で来場者に配布するオフィシャルマガジン「ＢＳ　ＴＩＭＥ」に人権啓発の広告を掲載した
	配布年月日
	平成２８年８月５日～７日　９日～１１日（６日間）

	配布場所
	京セラドーム大阪の各入場ゲート　　　　　

	配布数
	各日１０，０００部　計６０，０００部

	内　　容
	「ヘイトスピーチを許さない」というメッセージを、府民が理解し

やすい形で表現した広告（府立港南造形高等学校の生徒によるデザ

イン）を掲載した。


③　【新規】ファミレス・テーブルステッカーによる啓発事業

　　　府立港南造形高等学校の生徒がデザインした人権啓発広告をもとにステッカーを作成し、人権週間の期間中に府内のファミリーレストランのテーブルに掲出した。　　　　
	掲出期間
	①平成２８年１２月２日～１０日（９日間）

②平成２９年２月２０日～２８日（９日間）

	掲出場所
	府内のすかいらーくグループ店舗（外国籍住民の人数の多い市区）

①下記市区に所在する３４店舗

　大阪市東淀川区、城東区、西成区、淀川区、平野区、中央区

豊中市、吹田市、八尾市、東大阪市

②下記市区に所在する３４店舗

　大阪市阿倍野区、港区、住吉区、住之江区、西淀川区、都島区

　堺市堺区、南区、北区

　茨木市、岸和田市、高槻市、守口市、寝屋川市、大東市、枚方市

　箕面市、門真市、和泉市



	掲出数
	店舗内の全テーブル（２人掛け１枚、４人掛け２枚）

	内　　容
	「多文化共生」というメッセージを、府民が理解しやすい形で表現した広告（府立港南造形高等学校の生徒によるデザイン）


④　人権啓発詩・読書感想文募集・表彰事業

人権の尊さやお互いの人権を守ること、差別のない明るい社会を築くことの大切さを訴えることなどを内容とする詩、読書感想文を募集・表彰した。

　　　主催：大阪府・大阪府教育委員会・人権啓発推進大阪協議会（愛ネット大阪）
	募集対象
	府内の小・中学（部）生

	募集期間
	平成２８年７月１日～９月５日

	応募作品
	７０９点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	入選作品
	２３点

	表彰式
	　平成２９年１月１５日　１４時～

　於：大阪国際平和センター（ピースおおさか）


　　

⑤　人権啓発活動経験交流集会

地域で行う人権啓発活動に役立てるため、人権啓発民間団体等が集まり、啓発事業に関する内容・議題等についての勉強会や情報交換、議論を行った。
	開催年月日
	平成２９年２月１３日　　　　　　　　　　　　　

	開催場所
	大阪赤十字会館

	参加者数
	３０人

	内　　容
	○講演（６０分）

演　題　「インターネットによる人権侵害」

講　師　石川　千明
（（一社）ソーシャルメディア研究会　チーフ研究員）


⑥　人権講演会

	開催年月日
	平成２８年８月２９日　　　　　　　　　　　　　

	開催場所
	大阪赤十字会館

	参加者数
	３０人

	内　　容
	○講演（６０分）

演　題　ヘイトスピーチの規制について

　　　　～国際人権保障の観点から～

講　師　中井　伊都子（甲南大学副学長）


 (2)　人権啓発冊子等の作成・配布【国委託事業（府直営）】
①　人権情報ガイド「ゆまにてなにわ」

人権問題全般について分かりやすく解説した人権啓発冊子を作成し、広く府民等に配布した。

	体　　裁
	Ａ４版、３４ページ、カラー

	発　　行
	平成２９年３月　４０，０００部（墨字）、３００部（点字）


②　人権関係情報誌「そうぞう」

府民の主体的な人権教育に関する活動を促進するため、人権施策や教材などについての情報を広く提供する人権関係情報誌を作成し、市町村、人権関係団体、ＮＰＯ等に配布した。

	体　　裁
	Ａ４版、８ページ、２色刷（表紙、裏表紙はカラー）

	発　　行
	２回（１月発行４，２００部、３月発行４，０００部）


　　
３　人権啓発活動委託事業の実施【国委託事業（市町村再委託）】
法務省の人権啓発活動地方委託事業の一つとして、市町村に対し啓発事業の再委託を行った。

　委託内容：啓発冊子の作成、講演会・研修会の開催等

　委 託 先：大阪市、堺市、忠岡町を除く府内４０市町村
《委託料》

	区　　　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	委　　託　　先
	４１市町村　
	４０市町村　
	４０市町村

	予　　算　　額
	２９，３５５千円
	２５，５１７千円
	２５，１６７千円

	決　　算　　額
	２９，３５５千円
	２５，５１７千円
	２５，１６７千円


４　市町村人権啓発支援事業の実施【人権相談・啓発等事業（再掲）】
　　市町村が行う人権啓発事業を支援するため、次の事業を行った。

委託先：一般財団法人大阪府人権協会

　　委託期間：平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日

　（1）人権啓発アドバイザー設置・派遣事業

　　　市町村からの人権啓発の企画立案に関する相談に対応するためのアドバイザーを置き、電話やEメール、企画会議への参画等により必要な助言を行った。

（2）人権関連情報収集・提供事業
　　　府内外の人権啓発の関連情報（人権に関する新聞記事、人権啓発講座等のイベント、講師情報等）を広く収集し、市町村に提供した。

（3）講師リストの作成・講師紹介事業
　　　市町村が人権啓発を行うに際し活用できる講師リストを近畿在住者を中心に作成し、市町村に提供した。また、市町村の要請に応じ講師の紹介等を行った。

（4）コミュニティづくり活動事例紹介・活動実践サポート事業

　　　人権尊重のコミュニティづくり活動に関する先進事例を発掘・収集し、報告書をまとめるとともに、府内市町村を対象に「事例報告交流会」を開催した。

	開催年月日
	平成２９年２月１０日　　　　　　　　　　　　　

	開催場所
	ＨＲＣビル（大阪市港区）

	参加者数
	４２人

	内　　容
	　第１部　事例報告とディスカッション　　

　第２部　分散会


人権・同和企画グループ
１　大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例

平成２８年度の条例第６条に基づく届出状況は次のとおりである。

(1)　興信所・探偵社業の届出状況

	既届出（Ａ）
	２８年度中の状況
	累　　　計
（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

	
	新規（Ｂ）
	変更
	廃止（Ｃ）
	

	３，１１７者
	５７者
	６１者
	４１者
	３，１３３者　


(2)　周知・啓発
①　毎年１０月を条例の啓発推進月間と位置づけ、啓発ポスターを作成し、府内市町村及び関係団体等に配付した。また、大阪府内の地下鉄及びＪＲの全駅並びに私鉄主要駅等にポスターの掲示を行うほか、事業者･行政関係者向けの条例説明会を開催した。

②　府政だより、ホームページ等の府広報媒体を用いて、条例啓発推進月間や条例の趣旨等について広報した。

③　府内市町村及び関係機関の広報誌・刊行物・ホームページで条例啓発推進月間や条例の趣旨等について広報した。

④　事業者・行政関係者向けに開催した条例説明会や宅地建物取引業者の法定研修
などの研修会においてパンフレット等の啓発資料を配付し、条例の趣旨等について広報した。

　
《改正条例周知のための説明会等の開催実績》

	開催回数
	参加事業所数
	参加人数

	６４回
	延べ８７８事業所
	延べ１４，４４５人


(3)　興信所・探偵社業者等に関する啓発等業務

　　条例届出事業者等を対象とする研修会の開催や府民や事業者からの条例等に関する相談業務等を一般社団法人大阪府調査業協会に委託し、次の事業を行った。

1 研修会の実施

　　 条例に対する理解を深め、人権尊重思想の高揚を図るとともに、業者の健全育
成に資するため、興信所・探偵社業に従事する者に研修を実施した。
	開催年月日
	　１回目　平成２８年７月１２日

　２回目　平成２８年１０月１３日

	開催場所
	１回目　マイドームおおさか

２回目　マイドームおおさか

	参加者数
	１回目　５８人

１回目　７０人


2 啓発業務

業者や府民に条例の趣旨や内容を広く、分かりやすく理解させるため、パンフレッ
トを作成し、啓発に活用した。
3 相談業務

府民や業者からの条例等に関する相談に応じ、必要な助言等を行った。
《委託料》

	区　　　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度　

	予　　算　　額
	３，５７７千円　
	３，４７６千円　
	３，２８１千円

	決　　算　　額
	３，５７７千円　
	３，４７６千円　
	３，２８１千円


２　在日外国人問題への対応
(1)「大阪府在日外国人施策有識者会議」の運営
平成１４年１２月に策定した「大阪府在日外国人施策に関する指針」に基づき、在日外国人問題に取り組むとともに、在日外国人施策を総合的、効果的に推進するため、「大阪府在日外国人施策有識者会議」の運営を行った。

	目　　的
	在日外国人に関わる諸課題について、本府が取り組むべき施策に係る意見を幅広く求める。

	設立年月日
	平成４年１０月１日

	開催状況
	○開催年月日　　平成２８年１２月１２日

○開催場所　　　大阪府庁新別館８階　大研修室
○議　題　　　　大阪府の在日外国人施策について


　(2)ヘイトスピーチに関する啓発映像の放映

ヘイトスピーチの解消に向けて、ＪＲ大阪駅のデジタルサイネージ（電子看板）を用いてヘイトスピーチに関する啓発映像を放映した。

	掲出期間
	1 平成２８年１１月２８日～１２月１１日

2 平成２８年１２月５日～１１日

	掲出場所
	1 ＪＲ大阪駅ＢＩＧデジタルサイネージ

2 ＪＲ大阪駅ＮＧＢ１F東西通路デジタルサイネージ（３０面）

	内　　容
	1 ヘイトスピーチ啓発動画（３０秒）
② ヘイトスピーチ啓発ポスター


３　大阪府同和問題解決推進審議会の運営
　　同和問題の解決のための重要事項を調査審議するため、「大阪府同和問題解決推進審議会」を運営した。（平成２８年度は開催実績なし）
４　同和問題解決に向けた取組の調整

同和問題解決に向けた取組の円滑かつ効果的な推進を図るため、庁内の関係部局　及び市町村と所要の調整を行った。

５　他府県との連絡調整

様々な人権問題の解決に向けた施策の円滑な推進を図るための連絡調整を行った。

６　国に対する要望

人権問題の早期かつ根本的な解決のためには、国における施策の充実や必要な財源の確保が不可欠であることから、人権教育、啓発に関する施策の推進及び地方公共団体に対する財政支援の充実、様々な人権侵害による被害者救済のための人権救済機関の設置など実効性のある法制度の確立、インターネットを利用した差別行為の防止対策等について、府・市長会・町村長会の三者要望などにより国に対し強く働きかけた。

擁護・調整グループ

１　人権相談事業の実施【人権相談・啓発等事業（再掲）】
府内における人権相談機能の充実・強化を図るため、次の事業を行った。
　　委託先：一般財団法人大阪府人権協会

　　委託期間：平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日　　　

(１) 専門相談事業

①　府民向け人権相談

府民からの人権に関わる相談に対して適切な助言を行い、また、内容に応じて適切な専門機関への紹介・取次ぎを行うことによって相談者の自主的な問題解決を支援する相談窓口を運営した。

	実 施 日
	○平日相談：月曜日～金曜日　9：30～17：30（祝日・年末年始除く）

○夜間相談：火曜日　　　　 17：30～20：30（祝日・年末年始除く）

○休日相談：毎月第４日曜日　9：30～17：30

	相談件数
	年間　２，６９９件

うち人権問題別集中相談　　　　　　３１３件

（様々な人権問題の中から毎月テーマを設定して集中相談を実施）　　　　　　　　　　　　　　　

うち出張相談　　　　　　　　　　　　４２件

（相談者が健康上の理由などにより面接相談への来訪が困難な場合に、市役所等の相談者の身近な場所に出向いて相談を実施）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


②　市町村人権相談サポート

市町村の相談窓口から相談事案に対する支援を求められた場合等に、適切な助言を行うとともに、市町村の日常業務に活用できる「人権相談のてびき」を更新した。
	件　　数
	年間　４４２件


　　

③　専門家との連携相談支援

　　法律や医療などの専門知識が必要な相談について、専門家や当事者団体等から助言等を受けて対応するとともに、必要に応じて相談者と専門家等との面談に同行した。

	実 施 日
	・随時実施

・弁護士事務所への同行相談については、毎週金曜日13：30～16：30　 

	相談件数
	年間　４９件


（２）ネットワーク事業

①人権相談機関ネットワークの運営

府民の人権に関する様々な相談に、適切かつ迅速に対応できるよう府内の行政機関、公益法人、ＮＰＯ等の相談機関で構成する人権相談機関ネットワークの連携強化など運営業務を行った。
	加盟機関数
	２８９機関（平成２９年３月現在）


②「おおさか相談フォーラム」の開催

ネットワーク加盟機関の相談員等の相談活動への関心を高めるとともに、加盟機関同士が経験交流や情報交換及びスキルアップを図ることを目的に実施した。　　
	開催日
	平成２９年１月１７日

	開催場所
	ＨＲＣビル

	参加者数
	４８人

	内　 容
	目的：府民の人権に関する様々な相談に適切かつ迅速に対応できる
よう、府内の行政機関、公益法人、ＮＰＯ等の相談機関で構
成する人権相談機関ネットワークの連携強化を図った。

概要：「おおさか相談フォーラム」の開催

　　　　  ネットワーク加盟機関の相談員等が相談事業に関わる基

本的な課題を学ぶとともに、経験交流や情報交換及びスキ

ルアップを図ることを目的に実施

　　　　・テーマ：Ⅰ部　講演会「障がい者差別や障がい者支援に

かかわる相談にどう対応するか」

　　　　　　　   Ⅱ部　参加者同士の交流「相談事例報告：大阪府広域支援相談員」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ワールドカフェ」


③相談事例研究会の開催

　　　　　市町村の人権相談員等のスキルアップのため、集約した相談事例の中から、今日的な課題や特徴的な相談事例を題材にした事例研究会を開催した。

	開催日
場所
	第１回：平成２８年１１月８日　  交野市ゆうゆうセンター
(保健福祉総合センター)

第２回：平成２８年１１月２２日　堺市立消費生活センター

第３回：平成２８年１２月６日　　とよなか国際交流センター

第４回：平成２８年１２月２０日  富田林市役所

	参加人数
	第１回：１７人　　第２回：１４人

第３回：１７人  　第４回：１１人　　

合　計：５９人


 　

④人権相談集約・報告

　大阪府や市町村人権相談窓口から、人権問題に関わる相談件数とその内訳を集約し、報告書にまとめてホームページで公表を行った。

２ 人材養成事業（人権総合講座事業）の実施【人権相談・啓発等事業（再掲）】
大阪府や市町村、ＮＰＯ等において人権啓発や相談業務に従事する人を対象に、業務に必要な知識やスキルを身につけることができるよう、総合的な人権に関する講座を開催した。

委託先：一般財団法人大阪府人権協会

　　委託期間：平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日
	実施期間
	前期：平成２８年６月１４日～平成２８年８月８日

後期：平成２８年１０月２１日～平成２８年１２月２２日

	開催コース及び受講者数
	・人権担当者入門コース　　　　　　　　　　４１人

・人権相談員養成コース　　　　　　　　　　５９人
・人権啓発企画担当者養成コース　　　　　　１９人

・人権ファシリテーター養成コース　　　　　１９人

・人権相談員スキルアップコース　　　　　　３９人

・人権相談員専門コース　　　　　　　　　　３３人

・人権ファシリテータースキルアップコース　１６人
・人権企画マネジメントコース　　　　　　　１３人
・科目別選択受講者　　　　　　　　　　　１９２人


３  人権擁護士の養成

子ども、女性、高齢者、障がい者等の人権に関わる相談が増加し、内容も複雑化・多様化していることから、人権に関わる事象を早期に解決していくために「人権擁護士」を養成するとともにスキルアップやネットワークづくりの支援等に取り組んだ。

	人権擁護士登録数
	１３８人（平成２９年３月末現在）　


４  市町村の相談事業の推進
住民の自立支援及び福祉の向上等に資することを目的に市町村が地域の実情に沿って取り組む相談事業を支援及び促進するため、市町村に対し総合相談事業交付金を交付した。（政令市は平成２８年度から交付）
《交 付 金》

	区　　　　　分
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	予　　算　　額
	227,000千円 
	227,000千円
	271,981千円

	決　　算　　額
	222,333千円 
	225,268千円
	269,485千円


５　差別事象等への取組

人権侵害を受け、または受けるおそれのある人が、迅速に適切な保護・救済を受けることができるよう、庁内関係部局及び市町村等と連携し、差別事象への対応と実態把握に努めた。

	対応件数
	２１件


６　運動団体との連絡調整

部落解放同盟大阪府連合会、全日本同和会大阪府連合会、民主主義と人権を守る　府民連合、自由同和会大阪府本部等との連絡調整を行った。

